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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（２） 財務内容の改善

① 財務基盤の強化に関する目標

１）財務方針の明確化と柔軟で機動的な運用中
ねらい：本学の発展に必要な財源の確保と投資等の基本について明確にし、本学構成員による財務上の認識の共有化等を図る。

２）高度の教育研究を可能とする財政基盤の充実期
ねらい：科学研究費補助金、産学連携等収入などの外部資金の増額を図り、チャレンジングな研究開発を可能とする財政基盤を確保する。

目

標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年中 年

期 度期 度

１ 財務基盤の強化に関する目
標を達成するための措置

１）財務方針の明確化と柔軟
で機動的な運用に関する実
施方策

ア）大学戦略室等作業部会に Ⅳ ○本学の財務戦略について取（平成16～18年度の実施状況概略）

よる財務に係る長期予測等 ○法人化後の本学の健全な経営と発展のために りまとめた財務基本方針に
を踏まえ、大学として財務 必要な財務基盤の強化に向けた取組として、 基づき、今後も引き続き財
基本方針を策定する。 以下のとおり実施した。 務委員会を中心に、外部資

中期目標・中期計画に掲げた、①財務基盤の 金を含む経常的な収入の増
強化（収入の増加 、②経費の抑制（支出の 額に向けた取組み、余裕資）
削減 、③資産の効果的・効率的管理運用を 金による国債の購入など資）

、確実に実行するため、財務委員会を中心に、 産の効果的・効率的な運用
現状の分析と中・長期の予測等を踏まえた財 年度毎に策定する予算編成
務戦略についてとりまとめた財務基本方針を 方針に基づく予算の効果的
平成16年度に策定 平成17年３月10日 した ・効率的な使用等、法人化（ ） 。
財務基本方針においては 上記項目に加えて のメリットを最大限に活用、 、
長期資金計画（資金確保の方策・計画）及び した取組みを引き続き実施
各年度の予算編成の重要性についても定めて する。なお、財務基本方針
いる。 については、中長期の視点

に立って策定したが、随時
（平成16年度に実施済みのため、年度計 見直しを行い、本学の規模（平成19年度の実施状況）

画なし） ・特色に合った財務基盤の
強化や効率的運用を図るも
のとする。
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（平成16～18年度の実施状況概略）イ）財務基本方針に沿って財
務の強化、効果的な運用を Ⅲ ○役員会から付託された財務に関する事項等に ○投資事業について、事業実
図るため 「財務委員会」 ついて企画・審議し、答申・建議する組織と 施期間中のモニタリングを、
を設置する。同委員会は、 して、財務委員会を平成16年度に設置（平成 実施し、その評価結果に基
事業計画への投資効果等に 16年４月19日）した。 づき配分を行う。
ついても適切なモニタリン 財務委員会では、中・長期の予測等を踏まえ また、評価結果に基づき、
グを行い、必要に応じて改 た財務戦略についてとりまとめた財務基本方 改善に向けた助言等が必要
善に向けた助言等を行うと 針に基づき、毎年度、重点配分事業等を掲げ な場合は、関係業務管理セ
ともに、次年度以降の計画 た予算編成方針を策定し、メリハリのある効 ンターにおいて適宜行う。
変更等に反映する。 果的な予算編成を行った。

法人化初年度は、法人への円滑な移行のため
の体制整備の外、教育研究推進のための特別
教育研究推進経費（学内競争的資金）に重点
的な配分を行った。
平成17年度は、授業料改定に伴う法人の責務
を果たすため、新たな教育事業、学生支援事
業に配分を行った。
平成18年度は、アスベスト対応や耐震改修事
業の外、大学院教育の活性化に向けた支援経
費（研究動向等調査研究費の新設）等、教育
研究の推進と教育研究の環境整備に重点的に
配分を行った。
また、予算の効率的・効果的な運用を図るた
め、法人化を機に教育研究の基盤的経費を含
む全ての経費に計画立案方式を導入し、PDS
サイクルが適切に機能する仕組みを整えた。
特に学内公募方式の教育研究推進事業につい
ては、単年度事業や複数年事業で終了した事
業の成果を、成果報告書の提出を求めること
や必要に応じヒアリングを実施する等の方法
によりモニタリング及び改善に向けた助言を
行った。また、継続中の複数年事業について
も、進捗状況や成果等について同様の評価を
行ったうえで、その評価結果を基に継続の可
否や次年度の事業費等の配分に反映させた。
教育研究推進事業で措置した事業のうち現代
GPの獲得に繋がった事業もあり、今後も本経
費をシードマネーとして事業を推進する一例
となった。

（平成19年度の実施状況）イ）－１
本学財務基本方針に沿った戦略的な年 Ⅲ ○当初予算の考え方や教育研究に係る基盤的経

度予算編成方針を策定するため、引き続 費の配分方法、人件費、一般管理費等につい
き財務委員会を中心に学内外の状況等に て、予算規模等の類似する工科系大学の調査
ついて調査、分析等を行う。 分析を実施し、財務委員会において、引き続

き戦略的な年度予算編成方針を策定した。平
成19年度は、教育研究環境の整備のための耐
震改修事業や課外活動施設の整備、大学連携
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事業や地域連携事業に重点配分を行った。
また、経営協議会学外委員の意見に基づき、
耐震改修事業を円滑に実施するための「特殊
要因経費」を新設した。

イ）－２ Ⅳ ○平成18年度に投資した教育研究推進事業の成
引き続き、投資効果に係るモニタリン 果や進捗状況を確認するため、平成18年度に

グの実施、進捗状況や成果等の適切な評 終了した事業について成果報告書を提出さ
価、改善に向けた助言や計画変更等、 せ、必要に応じヒアリングを実施する等の方

サイクルの向上を図る｡なお、改善 法により、成果を４段階に評価し、評価結果PDS
に向けた助言の実施にあたっては、関係 を６月に学内公表した （評価結果：S評価1。
業務管理センター等と協力して、検討を 4件、A評価42件、B評価16件、C評価１件）
進める。 また、継続申請のあった複数年度事業につい

ても、進捗状況や成果等について同様の評価
を行い、進捗状況を踏まえた全体計画の見直
しが行われているか等を適切に評価の上、継
続の可否の決定や平成19年度事業費の配分額
に反映させた （評価結果：S評価０件、A評。
価８件、B評価１件、C評価０件）
教育研究推進事業で措置した事業のうち、概
算要求の特別教育研究経費等で措置された事
業（昆虫バイオメディカル）もあり、本経費
をシードマネーとして事業を推進する一例と
なった。
なお、基盤教育研究経費や事業費等について
も計画書及び報告書の提出を義務付けてお
り、特に事業経費については、事業の計画性
や成果等のヒアリングを実施のうえ、継続事
業にも拘わらず予算配分しないなどの措置を
実施した。また、モニタリングを通じて年度
途中に計画の見直し等の助言を行った。その
結果、不用見込み額が発生する事業について
は、年度途中に回収し、他の緊急性のある事
業費に充てた。

（平成16～18年度の実施状況概略）ウ）上記措置は、平成16年度 Ⅲ
（ 、 。）から着手する。 上記ア イに係る各年度の計画を実施した

（平成19年度の実施状況）（上記イの年度計画を実施する ）。
（上記イの年度計画を実施した ）。

２）高度の教育研究を可能と
する財政基盤の充実に関す
る実施方策

（平成16～18年度の実施状況概略）ア）財務委員会は、地域共同 Ⅳ
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研究センターや研究推進本 ○財務委員会で策定した財務基本方針を基に、 ○戦略室（作業グループ）を
部と協力し、外部資金の各 研究推進本部と担当事務の研究協力課におい 中心とした取組や外部資金
種公募情報等を収集し学内 て、各種外部資金の公募情報等を収集し、学 獲得のためのシードマネー
に周知するとともに、学内 内に周知した。学内公募方式の教育研究推進 としての役割を持つ教育研
の研究資金による成果が科 事業については、投資した事業の成果が外部 究推進事業の実施等、外部
研費をはじめとする外部資 資金の獲得につながることが期待できるばか 資金の獲得・拡大に向け、
金の獲得・拡大につながる りでなく、事業計画の審査基準に、外部資金 成果の得られた取組につい
戦略を策定する。 獲得への取組状況（特に科学研究費補助金等 ては、継続して実施する。

の競争的資金の申請状況を重視）を含めたこ
とにより、外部資金獲得のためのシードマネ
ーとしての役割を持たせた。
また、科学研究費補助金申請アドバイザーの
設置や採択済み計画調書の閲覧、計画調書の
記入に関する事務支援等、科学研究費補助金
の獲得増に向けた取組を戦略的に実施した。
その成果として平成18年度には、外部資金全
体で対平成15年度比317,997千円増加した。
また、文部科学省への概算要求による特別教
育研究経費等の措置事業が平成17年度では、
２事業30,000千円であったものが平成18年度
においては、４事業173,000千円となり143,0
00千円の増額となった。

（平成19年度の実施状況）ア）
外部資金の獲得・拡大に向けた方策に Ⅳ ○大学教育改革支援経費である現代GP、特色GP

ついては、研究推進本部と連携し、獲得 の獲得に向け、平成18年度に引き続き、理事
件数や獲得金額の向上を図る。特に、科 を中心とした戦略室（作業グループ）を設置
学研究費補助金の新規採択 率の向上を し、獲得に向けた取組を行った。その成果と
図るための方策について は、継続し して、平成19年度の大学教育改革支援経費に
て実施する。 ついては 新たに２件のプログラムが採択 特、 （

色GP１件、現代GP１件）され、40,000千円増
加した。
また、外部資金獲得のためのシードマネーと
しての役割を持つ教育研究推進事業や、科学
研究費補助金に関する説明会の開催、申請へ
の事務支援等の取組を引き続き実施した。
その成果として、平成19年度科学研究費補助
金の新規採択率は20％であり、前年度より3.
1％向上した。また、外部資金全体で対前年
度比46,138千円増加した。さらに、文部科学
省への概算要求による特別教育研究経費等の
措置事業が平成19年度では、５事業212,000
千円であったものが平成20年度においては、
７事業350,000千円となり138,000千円の増額
となった。
加えて、獲得した科学研究費補助金等の公的
研究費の不正使用を防止し、適正な運用・管
理の推進を図るため、教員発注を制度化し会
計上の責任を持たせた。教員発注を適切に機
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能させるため、検収室を設置し、物品等の事
実確認を確実に実施する事務処理整備を整備
した。

（平成16～18年度の実施状況概略）イ）財務委員会は、美術工芸
資料館による特別展やショ Ⅳ ○大学の収入増のための方策として、本学の特 ○美術工芸資料館特別展の観
ウジョウバエ遺伝資源セン 色ある施設である美術工芸資料館の特別展や 覧や所蔵資料の撮影、ショ
ターの資源分譲等に関し、 ショウジョウバエ遺伝資源センターの資源分 ウジョウバエ遺伝資源セン
大学の収入増につながる効 譲の有料化に向け、他大学での取組事例の情 ターの資源分譲について、
果的な方策について有用な 報収集や費用対効果（有料化のための投資と 引き続き利用者からの料金
情報等を収集分析し、当該 収入見込 、事務体制等、運用に当たっての の徴収を行う。）
施設と協力し、有料化に向 課題等について当該施設と協力し検討を重ね
けた検討を行う。 、平成18年度に有料化した。

なお、有料化に伴う収入実績は、1,198,835
円（資源分譲：1,190,285円、入場料：8,550
円）である。

（平成19年度の実施状況）イ） Ⅳ
美術工芸資料館による特別展やショウ ○有料化した実績をもとに、増収に向けた方策

ジョウバエ遺伝資源センターの資源分譲 について検討を行った。その結果、本学の施
を有料化した実績をもとに、他の事業に 設使用の取扱いについて、使用許可の対象事
ついても収入増となる方策を検討する｡ 業、対象施設、使用料及び手続き等を明文化

し、本来コストを明示して、使用者の意識を
変えることにより、財産貸付料が218千円増
収した （平成19年度収入2,001千円）。

○学生・教職員の福利厚生及び有事の際の非常
事態対応を目的として、非常時飲料供給機能
付きの飲料用自動販売機（災害対応型自動販

） 、売機 を平成18年度に４台設置したのに加え
新たに松ヶ崎キャンパスに３台増設したこと
の経済効果として財産貸付料（設置料）及び

（ ） 。雑収入 販売手数料 が1,244千円増収した
（平成19年度収入1,312千円）

（平成16～18年度の実施状況概略）ウ）上記ア）については平成1 Ⅳ
（ 、 。）6年度より予備的検討を進 上記ア イに係る各年度の計画を実施した

め、イ）については平成17
年度末を目途に検討の取り
まとめを行う。

（平成19年度の実施状況）（上記ア、イの年度計画を実施する ）。
（上記ア、イの年度計画を実施した ）。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（２） 財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

１）計画的な予算執行による経済性・効率性・合理性の確保中
ねらい：大学戦略に基づいたメリハリのある予算計画と教職員に対するコスト意識の徹底により不必要な経費の抑制を図る。

２）人件費の削減期
ねらい： 行政改革の重要方針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。「 」

目

標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年中 年

期 度期 度

２ 経費の抑制に関する目標を
達成するための措置

１）計画的な予算執行による
経済性・効率性・合理性の
確保に関する実施方策

ア）予算の効率的・効果的使 Ⅲ ○本学の財務戦略として取り（平成16～18年度の実施状況概略）

用を図るため、財務委員会 本学の財務戦略としてとりまとめた財務基 まとめた財務基本方針に基○
において、重点分野への資 本方針に基づき，毎年度、重点分野への資金 づき、予算の効率的・効果
金投入など戦略的な予算計 投入を図るための予算編成方針を策定し戦略 的な使用を図るため，中期
画を策定する。 的な年度予算計画を立て、計画立案方式によ 目標・中期計画の進捗状況

る経費の配分を行い、効率的・効果的な執行 や，教育研究上の必要性を
を図った。 勘案した年度予算編成方針
特に、平成16年度より実施している学内公 を毎年度策定し、戦略的な
募方式による教育研究推進事業では、教育研 予算編成を行う。
究の活性化を促すとともに、特色ある取組み
と認められる学内の教育研究プロジェクト等
に対し、年度予算編成方針に基づき毎年度重
点的支援を行った。支援にあたっては、ヒア
リング等による審査を行い、複数年事業につ
いては、その進捗状況を評価の上、継続の可
否並びに採択額を決定した。また、キャンパ
ス環境の改善に向けた施設整備事業について
も、年度予算編成方針に基づき継続的に重点
配分を行った。

（平成19年度の実施状況）ア）－１
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重点分野への継続的投資を図る等、引 Ⅲ ○法人予算を効率的、効果的に執行するため、

き続き法人予算の効率的効果的な執行に 学内公募方式の教育研究推進事業の審査にお
努める｡ いて、特色を有するとともに、本学の教育研

究の活性化を促進すると認められる教育研究
プロジェクトに重点的に投資した。
応募件数 151件
（新規事業142件、継続事業９件）

採択件数 83件
（新規事業74件、継続事業９件、金額90,000

千円）
また、高機能で快適な施設環境の整備を図る

、 、ため 学生・教職員のコミュニティスペース
「 」情報発信の場等として活用する プラザKIT

の新設や課外活動施設の改修等の施設整備事
業にも重点的投資を行った。
全ての事業について、モニタリングを通じて
年度途中に計画の見直し等の助言を行うとと
もに、その結果不用見込み額が発生する事業
については、年度途中に回収し、他の緊急性
のある事業費に充てた （15,000千円回収、。
12,600千円措置）

ア）－２ Ⅲ ○全学の共同利用設備の充実を図るため 「設、
本学設備マスタープランに沿った全学 備整備に関する基本計画（設備マスタープラ

共同利用設備の充実を図り、利用料の徴 ン 」に基づき、次年度に更新もしくは新規）
収による設備維持費の確保等、合理的運 導入する設備を選定し、概算要求や積立を引
用を継続して推進する｡ き続き行った。

また、予算の合理的運用を図るため、設備維
持管理者より徴した設備維持管理に係る年度
計画書（所要額、利用料徴収状況等）の内容
を考慮のうえ、全学共同利用設備の維持管理
に充てる経費の一部を設備の長寿命化対策の
ための経費として、平成19年度は5,000千円
を留保した。留保額から1,800千円を先端デ
バイスシステムのオーバーホール及び修繕費
に充てた。

（ 平成16～18年度の実施状況概略）イ）教職員のコスト意識の徹 Ⅲ （

底を図るため、光熱水料な ○経費の抑制を図るため、光熱水料の予算枠を ○引き続き、財務委員会にお
どについてはISO認証継続 毎年度１％削減し、教育研究評議会や教授会 いて光熱水料に係る削減目

。 、 、 。活動とも関連させて、財務 での報告やホームページ上で公表した また 標を定め 学内に公表する
委員会において節減目標を ISO14001の継続的認証努力が、経費節減にお また、経費節減においても
定め、公表する。 いても効果的であることから、光熱水や紙の 効果的なISO14001の認証継

使用量に係る節減目標を定め、達成に向けた 続維持活動を通じて、引き
節減状況等の推移を公表する等の取組によ 続き、光熱水や紙の使用状

、り、教職員のコスト意識の向上を図った。そ 況の把握に努めるとともに
の成果として、平成17年度は、前年度に比べ その推移を公表する。
1,840千円が、また、平成18年度は、5,685千
円の光熱水料を削減した。



- 49 -

京都工芸繊維大学

（平成19年度の実施状況）イ）
ISO14001の継続的認証努力は、教育研 Ⅲ ○経費の抑制を図るため、財務委員会において

究面での効果だけでなく経費節減におい 光熱水料の予算枠を前年度の1％削減目標と
ても効果的であり、引き続き光熱水や紙 して設定し、学内に公表した。経費節減にお
の使用状況等の節減状況等の把握に努め いて効果的なISOの認証については、３年に
るとともに、公表中の節減目標について １度の更新審査を受け、改めて認証され、光
環境・施設委員会と連携のうえ見直し、 熱水や紙の使用状況等の節減状況等の把握に
公表する。 努め公表することにより、教職員及び学生の

コスト意識の徹底を図った。
また、環境・施設委員会との連携を図り、環
境マネジメントシステムの節減目標の見直し
を行い，エネルギー使用量（電気、ガス、灯
油 、水使用量及び紙使用量を３年間で３％）
削減する目標を設定し、構成員に周知した。
大学ホームページにおいて、電気をはじめと
する光熱水の消費量及び紙の使用量の推移を
公表した。

（平成16～18年度の実施状況概略）ウ）業務の経済性、効率性を Ⅲ
図るため、アウトソースや ○事務局各課・室において 業務のスリム化 縮 ○引き続き、経費節減及び業、 （
学生ボランティアなどの活 小・廃止）が可能なもの、及び外部委託が可 務の効率化を図るため、外
用について検討し、可能な 能なものを抽出し、データ入力等の単純業務 部委託や再雇用への業務の
業務から実施する。 などを外部委託（労働者派遣）したことによ 移行を検討・実施する。

り 6,839千円相当分の人件費を削減できた また、引き続き、研究スペ、 。
学生ボランティアの活用について、事務局で ースや技術職員の研究支援
検討を重ね、実行可能な業務として平成16年 業務の課金を実施する。
度から大学オープンキャンパス等の大学行事
の要員として、学生ボランティアを募ったこ
とにより、学生アルバイトを任用した場合と
比較し、約724千円相当分の謝金が抑制でき
た。

（平成19年度の実施状況）ウ）－１
事務の自己点検・評価結果での外部有 Ⅳ ○不断の改善改革を目指して外部委託や再雇用

識者等の意見を参考に業務運営・人事担 による業務を検討し、平成19年度は新たに圃
当の総務課と連携のうえ、経費節減及び 場実習時に学生の送迎に使用していたバスを
業務の効率化・高速化・高度化を図ると 廃車のうえ、送迎に係る業務のすべてを外部
ともに、不断の改善改革のため外部委託 委託した。また、再雇用制度を用いて退職者
や再雇用による業務を検討する｡ の技術やノウハウを活用した （平成19年度。

は２名を配置）さらに、専門的又は特殊な事
務業務に対応するため、当該知識を持つ熟達
した人材を雇用する有期雇用専門職制度を設
け、業務の高度化を図った。

○そのほか、事務局から構成員への情報伝達手
段を抜本的に改め、各課が個別に送付してい
た通知等を集約して伝達するWebを用いた 事「
務情報ポータル」を構築した。これにより、
通知等が一元的に伝わることで、構成員が計
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画的に業務を実施できることとなった。

ウ）－２ Ⅲ ○研究スペースや教育研究支援業務の合理的な
研究スペースの合理的なスペースチャ 運用を図り、コスト意識を醸成することによ

ージの拡大の検討や技術職員等による教 り経費を抑制するため、耐震改修した４号館
育研究支援の一部有料化を進める。 をプロジェクトセンター棟とし、時限的な教

育研究プロジェクトを推進するためのスペー
ス及びスペースチャージ対象施設を拡大し、
また、技術職員による研究プロジェクト参画
型の研究技術支援の有料化を実施した。研究
技術支援の有料化に伴う予算振替により、高

。度技術支援センター運営費が406千円増えた

（平成16～18年度の実施状況概略）エ）上記措置は、平成16年度 Ⅲ
より順次着手する。 （上記ア、イ、ウに係る各年度の計画を実施し

た ）。

（平成19年度の実施状況）（ 、 、 。）上記ア イ ウの年度計画を実施する
（上記ア、イ、ウの年度計画を実施した ）。

２）人件費の削減に関する実
施方策

（平成16～18年度の実施状況概略）ア）総人件費改革の実行計画 Ⅲ
を踏まえ、平成21年度まで ○平成18年度は、国家公務員に準じた給与改定 ○国家公務員の給与改定に準
に概ね４％の人件費の削減 を実施するとともに、教育研究組織の改組・ じた給与改定を見据えなが
を図る。 再編にあわせて行った人員配置の見直し、事 ら、人員配置、雇用計画の

務の合理化等、さらに大量の定年退職者もあ 見直し、事務の合理化を効
って、平成17年度人件費予算相当額から１％ 果的に行うべく、人件費管
を超えて削減した。 理を中期目標期間のシミュ

レーションを行い、平成17
ア） 年度人件費予算相当額から（平成19年度の実施状況）

人員配置、雇用計画の見直し、事務の Ⅲ ○国家公務員の給与制度の改正に準拠しつつ、 １％に当たる額を毎年削減
合理化等により、平成19年度においても 毎年度 「平成17年度人件費予算相当額の し、平成21年度において、、 1
「平成17年度の人件費予算相当額の１％ ％に当たる額」の削減を見据えて人件費・人 ４％の削減を図る。
に当たる額」をベースとして削減する。 事管理を行っている。平成19年度は、昨年度

に引き続き大量の定年退職者もあって、平成
17年度人件費予算相当額の２％を超えた額が
削減できる見込である。
また、総人件費改革の削減対象以外の人件費
についても、平成18年度の人件費率を超えな
い人事計画で実行している。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（２） 財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

１）長期的な資金計画とリスク管理中
ねらい：長期的な資金計画に基づき、リスク管理のもと、資金の有効活用を図る。

期

目

標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年中 年

期 度期 度

３ 資産の運用管理の改善に関
する目標を達成するための
措置

１）長期的な資金計画とリス
ク管理に関する実施方策

ア）財務委員会は、長期の資 Ⅲ ○宿舎の営繕費や教育研究用（平成16～18年度の実施状況概略）

金計画を策定し、余裕資金 ○平成17年３月に制定した財務基本方針の中 機械設備更新費のために確
の運用に当たっては預託先 で、宿舎等施設営繕費や教育研究用機械設 保した積立金の使途につい
金融機関の健全性等に細心 備更新費の財源確保のために計画的な積立 て具体的な事業計画を策定
の注意を払いながら、安全 が必要であること、及び魅力ある大学づく し実行する。
かつ有利な預託方法を選択 りの事業を展開するための大学基金の創設 資金運用については、償還
する。 について検討する必要があること等、法人 期日が到来する資金を引き

独自の資金確保のための方策・計画及びそ 続き金融機関等の外部専門
の運用・管理に係る長期的な資金計画を定 家の意見を参考に、最も有
め 平成17年度より下記の取組を開始した 利な資金運用に努める。、 。

①大学基金の創設
募金額 平成17年度 9,383千円

平成18年度 1,921千円
②施設営繕及び設備更新等のための積立

積立額 平成17年度 30,500千円
平成18年度 30,500千円

③余裕資金の運用
運用額 平成17年度 10,000千円

平成18年度 250,000千円
運用益 1,639千円
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（平成19年度の実施状況）ア）－１
本学の長期資金計画に基づき、引き続 Ⅲ ○平成17年度及び平成18年度に引き続き、小

（ 、き学生寄宿舎、職員宿舎等の営繕費及び 規模改修や営繕のための積立 20,500千円
大型機械設備更新のための積立を行うと 積立累計61,500千円）と、老朽化した大型
ともに具体的な使途についての検討を進 機械設備更新のための積立（10,000千円、
める。 積立累計30,000千円）を行った。また，長

期積立金の使途については、関係部局に対
し具体的な事業内容等を調査した。次年度
において、財務委員会で検討を進め、具体
的な事業計画の策定を行うこととした。

ア）－２ Ⅲ ○期日が到来して償還された資金の運用につ
余裕資金の運用については、引き続き いて、証券会社や銀行等の外部専門家の意

外部専門家の意見を参考に、最も安全か 見を参考に、最も安全かつ有利な資金運用
つ有利な資金運用に努める。 の方法として入札を実施し、その結果地方

債を購入した。

（平成16～18年度の実施状況概略）イ 上記資金計画については Ⅲ） 、
平成16年度末を目途に策定 （上記アに係る各年度の計画を実施した ）。
する。

（平成19年度の実施状況）（上記アの年度計画を実施する ）。
（上記アの年度計画を実施した ）。

ウェイト小計

ウェイト総計
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財務内容の改善に関する特記事項等（２）

院博士後期課程の優秀な学生を対象に、研究者・高度技術者として優れた人材１．特記事項
の育成を図るため、一人あたり100万円を奨学金として給付した。

【平成16～18事業年度】
① 財務基盤の強化・効果的な運用を図るための体制を構築 ⑥ 長期積立金の継続実施

「 」 、 、 、 、健全な法人経営を行い中期目標・中期計画に掲げた各事項の着実な実現を図 前述の 財務基本方針 に沿って 学生寄宿舎 職員宿舎等の営繕費 また
るためには、財務基盤の強化や財務の効率的・効果的な運営が不可欠であると 教育研究の質の向上に見合った設備の更新に充てる資金を確保するため、平成
同時に、財政状態、運営状況及び業績についての徹底した情報開示が求められ 17年度に大学独自の積み立てを開始した。
る。このため本学では､法人化前より、学外有識者を加え「財務協力者会議」を

【平成19事業年度】組織し、財政面における諸課題に取組べき組織の設置、役割、責任、権限、組
織等の在り方について検討を行い、同会議からの提言に基づき、平成16年４月 ① 優先的・重点的投資項目を特定しメリハリのある予算を編成
に役員会から付託された財務に関する事項等について企画・審議し、答申・建 平成19年度の予算は、運営費交付金の削減への対応と施設整備費事業に伴う
議する「財務委員会」を設置した。 経費を確保するために各経費の支出を抑制することを基本としつつ、平成19年

度の年度計画に掲げる諸計画の着実な実施・実現を中心に、学生数、教員数の
② 中・長期的な予測に基づいた財務基本方針を策定 基準に基盤的教育研究経費を配分するだけでなく、教育組織あるいは教員等が

国立大学法人の収入は、その大部分が運営費交付金と授業料等の自己収入で 作成する計画を重視して配分することなど、９項目の重点事項を定めて編成し
あるが、法人収入の約６割を占める運営費交付金については、原則、毎年１％ た。
が漸減していく｡この限られた財源を如何に有効に投資するか、漸減を如何に補
填するかが国立大学法人の財務であり、単年度はもとより複数年を見通した｢効 ② 長期積立金の継続実施と使途の検討に着手
果的な予算編成｣、競争的資金をはじめとする外部資金獲得の強化や大学独自の 小規模改修や営繕のための積立（20,500千円、積立累計61,500千円）と、老
基金の創設等、財政基盤の強化を図るために様々な方策を導入することが必要 朽化した大型機械設備更新のための積立（10,000千円、積立累計30,000千円）
となる。このような観点から、財務委員会において、①限られた財源の有効投 を継続実施した。また、同積立金の使途の検討を行うため、関係部局に対し具
資の方策②ＰＤＳサイクルの実現③コスト意識の徹底④外部資金の獲得強化に 体的な事業内容等を調査を実施した。
つながる投資方策⑤本学独自の基金の創設等を柱とした、財務運営の基本とな

２．共通事項に係る取組状況る「財務基本方針」を平成17年３月に策定した。

【平成16～18事業年度】③ 優先的・重点的投資項目を特定しメリハリのある予算を編成
各年度の予算は、前述の「財務基本方針」に沿って、中期目標・中期計画に ○ 財務内容の改善・充実が図られているか。

掲げた教育 研究及び管理運営等の諸計画の着実な実施・実現を図るとともに ① 経費の節減、自己収入増加に向けた取組状況、 、
新たな事象にも的確・迅速に対応する予算とすることを基本に、年度毎の事情 限られた財源を中期目標・中期計画の実施・実現に向けて有効に投資する
に則して予算編成方針を作成のうえ編成している。 ため、光熱水料に係る予算について、予算編成時に前年度配分額を減じた予

算枠を設定して、節減のノルマを課した （節減ノルマの累計：7,448千円）。
④ 投資効果のモニタリング・評価を実施 また、従来は編集・印刷を印刷業者に外注していた「学報」について、平

予算投資した事業については 事業年度ごとに成果報告書を提出させ また 成18年度より、名誉教授等の一部の学外者分を除き、印刷・配布を止めて大、 、 、
必要に応じてヒアリングを実施して事業の中間評価や最終評価を行うなど、PDS 学ウェブサイトに掲載する方法とした。これにより、年間300千円以上の経費
サイクルを取り入れた仕組みを平成17年度に導入した。 を節減した。

自己収入の増加に向けては、科学研究費補助金の積極的な申請を奨励し支
⑤ 大学基金の創設 援するため、同補助金の獲得実績の高い教員による「科学研究費補助金申請

法人の財政基盤を充実させ、その原資をもって柔軟かつ機動的な事業を遂行 アドバイザー」の設置、過去に採択された計画調書の閲覧、申請書に記載す
するため、平成17年２月に「大学基金創設準備会」を設置し、新たな大学基金 る事務的支援等の支援制度を平成17年９月に開始した。さらに、教育研究セ
の創設について検討を進め、平成17年５月に、大学基金を発足し、広く学内外 ンターの特色を生かし 「美術工芸資料館」の入館料及び「ショウジョウバ、
に向けて募金を開始した。同基金は、平成18年度には約２千７百万円となり、 エ遺伝資源センター」の資源分譲を有料化した。
同年度から 「国立大学法人京都工芸繊維大学基金奨学生」制度を設け、大学 また、法人が保有する資金のうち、当面、執行予定のない余裕資金を、平、
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成17年度から、国債及び地方債を購入して運用した （運用益累計：1,639千 自己収入増加に向けては 科学研究費補助金申請アドバイザー 計画調書 採。 、 、 （
円） 択済み）の閲覧、計画調書等記入に対する事務的支援等を引き続き実施し、

同補助金の新規採択率の向上を図った。また 「美術工芸資料館」の入館料、
② 財務情報に基づく取組実績の分析 や「ショウジョウバエ遺伝資源センター」の資源分譲についても引き続き利

財務情報に基づく取組実績として、平成18年度に人件費比率や教職員一人 用者から料金を徴収するとともに、本学の施設使用の取扱いについて、使用
当たりの人件費などの財務指標を用いて、本学の経年比較及び同等規模の他 許可の対象事業、対象施設、使用料及び手続きを定めて使用許可したことに
大学との比較を実施した。人件費（退職手当を除く）については、前年度と より、財産貸付料が218千円増収した。さらに、期日が到来して償還された資
比して減少している。また、他大学と比しても高い減少率となっており、人 金については、地方債を購入し、再運用した。
件費削減努力の成果を確認した。

② 財務情報に基づく取組実績の分析
○ 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等 人件費に加え、新たに外部資金と一般管理費についても、監査法人の意見

を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。 や他大学の分析手法等を参考にし、国立大学法人会計に適した独自の財務指
平成16年度から全学の人件費を一括管理するとともに、人件費削減計画を立 標を設定したうえで財務分析を行い、その要因を含む本学の人件費の削減状

てて計画的な人員管理を行っている。同計画の実行にあたっては、平成16年度 況、一般管理費の削減状況等を把握した。なお、人件費は、前年度に比べ減
、 、 、 、 。に定めた学生収容数を基礎とする新たな「新学内配置基準教員数」により確保 少し 外部資金受入額は 増加しており また 一般管理費は減少していた

した学長裁量枠の人件費も充当するなど着実に実施している。また、平成17年 これらの分析結果については、平成20年度予算編成に活用した。
度からは、人件費に係る職員の基礎データをデータベース化して人件費シミュ
レーションを毎月行うことで、様々な人件費の投資方針に対応するとともに、 ○ 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等
給与の改定や数年後の人件費を見据えた効果的・効率的配分を実施した。 を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。

さらに、平成18年度は、国家公務員に準じた給与改定を実施するとともに、 国家公務員の給与制度の改正に準拠しつつ、毎年度 「平成17年度人件費予、
」 。教育研究組織の改組・再編にあわせて行った人員配置の見直し・事務の合理化 算相当額の ％に当たる額 の削減を見据えて人件費・人事管理を行っている1

等、さらに大量の定年退職者もあって、平成17年度人件費予算相当額から１％ 平成19年度は、昨年度に引き続き大量の定年退職者もあって、平成17年度人
を超えて削減した。 件費予算相当額の２％を超えた額を削減した。

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 ○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
① 評価結果の法人内での共有や活用のための方策 ① 評価結果の法人内での共有や活用のための方策

各年度の業務実績に関する評価結果は、その通知を受けた後に 「国立大 各年度の業務実績に関する評価結果は、その通知を受けた後に 「国立大、 、
学法人・大学共同利用機関法人の改革推進状況」と併せて「役員会 「経営 学法人・大学共同利用機関法人の改革推進状況」と併せて「役員会 「経営」、 」、
協議会 「教育研究評議会」に報告するとともに大学ウェブサイトを通じて 協議会 「教育研究評議会」に報告するとともに大学ウェブサイトを通じて」、 」、
情報を共有している。 情報を共有している。

② 具体的指摘事項に関する対応状況 ② 具体的指摘事項に関する対応状況
具体的指摘事項なし 具体的指摘事項なし

③ 年度評価での自己評価で「年度計画を十分に実施していない」とした事項
に係る取組の改善状況
「年度計画を十分に実施していない」とした事項なし

【平成19事業年度】
○ 財務内容の改善・充実が図られているか。

① 経費の節減、自己収入増加に向けた取組状況
限られた財源を中期目標・中期計画の実施・実現に向けて有効に投資する

ため、光熱水料に係る予算については、引き続き、予算編成時に前年度配分
額を減じた予算枠を設定し、節減のノルマを課した （節減ノルマの額:2,43。
4千円）




